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第 5章 産業内貿易と新貿易理論 

 

Web資料 5-3 独占的競争モデルによる国際貿易の利益 

 

 第 5 章第 2 節で用いた独占的競争モデルを，この補論では消費者の効用関数を特定化し

たり労働市場の均衡条件を明示したりするなどして，一般均衡分析の枠組みでより丁寧に

説明する。 

 独占的競争モデルには，設定の違いによって様々な定式化がある。本書が依拠し，この

補論で説明する独占的競争モデルは，Krugman, P. R. (1979), Increasing Returns, 

Monopolistic Competition, and International Trade, Journal of International Economics 

9: 469-479. に基づくものである。Krugman (1979) は，Dixit, A. K. and Stiglitz, J. E. 

(1977), Monopolistic Competition and Optimum Product Diversity, American Economic 

Review 67: 297-308. を簡略化したモデルで国際貿易とその利益を説明した。また，この補

論の説明方法は，Feenstra, R. C. (2004), Advanced International Trade: Theory and 

Evidence, Princeton University Press. に沿っている。 

 独占的競争モデルは，経済学の各領域で用いられている強力な分析道具である。独占的

競争モデルを説明する資料はインターネット上にも数多くあり，それぞれ設定や記号法に

違いがある。関心のある読者は，自分の関心に合った資料を見つけ，設定の違いがもたら

す結果の違いに留意しつつ，実際に計算しながらその意味を把握してほしい。 

 

 消費者  

 差別化された財を生産・消費するある国を考える。差別化財の種類は 1, ,i N  ある。

このN は，後述するように内生的に決定される。この国には消費者が L人いる。各消費者

の効用関数は同一で，以下のように表される。 

 

  
1

N

i

i

U v c


 , 0v  , 0.v       (1) 

 

 補 論 
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ここで， ic は第 i 番目の差別化財の消費量，  iv c は ic の消費から得られる効用である。

0v  は，消費量が増加すると効用も増加する，すなわち限界効用が常に正であることを表

している。また， 0v  は，1 単位の追加的な消費がもたらす効用の追加的な増加分が，消

費量が増加するにしたがって減少する，すなわち限界効用が逓減することを表している。

この効用関数U は，各差別化財について対称的になっている。 

 効用関数U は，消費者の多様性選好を表している。多様性への選好を持つ消費者は，例

えばランチで毎日同じ料理を頼むより，日替わりセットを頼む方が満足度が高くなる。こ

のことを単純な例で確認しておこう。差別化財が 2種類あり，消費者は片方の差別化財を 2

単位消費するか，両方の差別化財を 1 単位ずつ消費できるとする。片方の差別化財を 2 単

位消費するときのこの消費者の効用は  2v ，両方の差別化財を 1単位ずつ消費するときの

効用は  2 1v である。 0v  なので    2 1v v であるが， 0v  より    2 2 1v v となる。

つまり，ある 1 つの差別化財を多く消費するよりも，複数の差別化財を少量ずつ消費する

方が，消費者の効用は高くなる。 

 各消費者は，働くことで得た労働収入wを使って差別化財を購入する。各消費者の予算

制約は以下のようになる。 

 

 
1

.
N

i i

i

w p c


        (2) 

 

ここで， ip は第 i 番目の差別化財の価格である。消費者は，(2)式の予算制約のもとで，(1)

式を最大化する。以下のようなラグランジアンを設定する。 

 

  
1 1

.
N N

i i i

i i

v c w p c
 

 
   

 
 L      (3) 

 

ここで，はラグランジュ乗数であり，この問題では所得の限界効用を意味する。（制約付

きの最大化問題については，経済数学の書籍を参照してほしい。）最適化の 1 階の条件は，

  0ic  L より，以下のようになる。 

 

  i iv c p  , 1, , ,i N       (4) 

 

 ある差別化財の価格が変化すると，消費者はその財の消費量を変化させる。加えて，も

しその価格の変化が所得の限界効用を変化させれば，(4)式のの変化を通じて他の差別化

財の消費量も変化させる。しかし，もし財の種類N が十分に多ければ，それぞれの差別化

財への支出額が予算全体に占める比率は小さくなり，ある財の価格の変化がに与える影

響を無視することができる。このようにが一定であるとすると，ある差別化財における



阿部顕三・遠藤正寛『国際経済学』有斐閣アルマ 

3 

 

価格の変化と消費量の変化は，(4)式を微分することで以下のように表すことができる。 

 

       0.i
i i

i

dc
v dc dp

dp v


    


     (5) 

 

 (4)式と(5)式より，第 i財の需要の価格弾力性 i は， 

 

 0,i i
i

i i i

dc p v

dp c c v



    


      (6) 

 

となる。ここで， i は ic の減少関数である，すなわち 0i id dc  であると仮定する。これ

は，需要曲線上で右下から左上に移るに従って（ ip が大きくなって ic が小さくなるに従っ

て），需要の価格弾力性が高くなることを表す。線形の需要曲線ではこの仮定があてはまる。 

 

 生産者  

 1 つの企業は 1 つの差別化財を生産する。生産要素は労働だけであり，第 i 番目の差別化

財を生産する企業における生産量 iy と労働需要 iL の関係は次のように表される。 

 

 ,i iL y    

 

ここで， は生産に際して固定的にかかる労働投入，  は生産 1 単位に対して追加的にか

かる労働投入であり，全ての企業で同一である。賃金をwとすると，この企業の平均費用

iAC は i i iAC wL y iw y w   ，限界費用 iMC は iMC w である。 iy が増加する

と iAC は低下するが， iMC は一定である。 

 市場均衡において，生産された iy は，全て対称的な L 人の消費者によって消費されるの

で，以下の式が成り立つ。 

 

 i iy Lc         (7) 

 

なお，このモデルでは，各企業や各差別化財が対称的であり，全ての財で価格や数量が等

しくなるので，これ以降，下付きの i は省略する。 

 独占的競争市場において，企業にとっての均衡は次の 2 つの条件を満たす必要がある。1

つは，企業の利潤最大化より，限界収入と限界費用が等しくなること（MR MC ）である。

もう 1 つは，企業の自由参入条件より，長期均衡では利潤がゼロになること，すなわち価

格と平均費用が等しくなること（ p AC ）である。 

 最初の条件を式で表してみよう。企業の収入 R は R py であり，(6)式と(7)式に留意す
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ると，限界収入は 

 

 
    1

1 1 ,
d py Ld pc dp c dp

MR p c p p
dy Ldc dc p dc 

   
          

  
 

 

と表せる。また，限界費用MC はMC w であるので，MR MC から以下の条件が得

られる。ここで p wは，賃金で測った差別化財の実質価格である。 

 

 .
1

p

w






 
  

 
       (8) 

 

 2 番目の条件である p AC も，左辺を(7)式と同じ p wにして，(7)式を用いることで，

以下のように表現できる。 

 

 .
p

w Lc




 
  
 

       (9) 

 

 図 5-W1 は，(8)式と(9)式を，縦軸に p w，横軸に cをとって図示したものである。(8)

式は PP 線，(9)式は ZZ 線として描かれている。両者の交点で，市場均衡における p wとc

が決まる。 

 ZZ 線が右下がりであることは，(9)式から容易に理解できる。それに対して，PP 線が右

上がりであることは，(8)式の右辺に cが明示されていないため，わかりにくいかもしれな

い。これは， 0d dc  であるという仮定からきている。(8)式をcで微分すると， 

 

 
   

   
2 2

1
0,

1 1

d p wd p d d d

dc w d dc dc dc

    


  

          
   

 

 

となり，MR MC において p wは cの増加関数であることが確認できる。 

 

 労働市場  

 (8)式と(9)式からcが決まると，差別化財の総数N が労働市場から決まる。この国の消費

者は全て労働者でもあるとすると，完全雇用の条件は以下のように表すことができる。 

 

      
1 1

.
N N

i i

i i

L L y N y N Lc     
 

          (10) 
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(10)式は，次のように書きなおせる。 

 

 
 

1
.N

L c 

  

      (11) 

 

cの均衡値が求まると，(11)式から財の種類N も決まる。 

 

 国際貿易  

 これまで見てきた経済構造を持つ国が他にもあり，この国はその国と貿易を開始したと

する。国際貿易によってこの国の市場均衡はどのように変化するであろうか。 

 外国と貿易を開始すると，各差別化財の消費者数は拡大する。それは，(6)式，そして(8)

式の Lの増加として表現できる。図 5-W1 において，(8)式の Lの増加によって ZZ 線は下

にシフトする。他方，(7)式に Lはないため，PP 線の位置は変わらない。国際貿易開始前後

の均衡点を比較すると，国際貿易によってある差別化財の 1 人当たり消費量は 0c から 1c に

低下し，実質価格は  
0

p w から  
1

p w に低下する。このように，新しい均衡では 1 人当

c 

p/w 

図 5－W1 独占的競争モデルの市場均衡 

O 

P 

P 

Z 

Z 

Z ’ 

Z ’ 

(p/w)0 

(p/w)
1
 

c
1
 c

0
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たりの消費量が減少し，それは需要の価格弾力性の増加とそれによる実質価格の低下に対

応している。 

 この独占的競争モデルには，2 種類の貿易の利益がある。1 つは，差別化財で測った実質

賃金w pの増加である。これは実質価格 p wの低下から直ちに導かれる。もう 1 つは，消

費できる財の種類の増加である。これは(10)式あるいは(11)式を用いて説明できる。(10)式

をある地域全体の完全雇用条件（国境を越える労働移動はないが，ここではそれを式中で

は明示しない），(11)式をその地域で生産される財の種類の決定式とする。自国のみで構成

される地域から自国と外国を合わせた地域になると， Lの増加と cの減少から， N は増加

する。 

 ただし，貿易によって消費者が購入できる差別化財の種類は増加するが，各国で生産さ

れる差別化財の種類は減少する。つまり，いくつかの既存企業は貿易によって市場から退

出することになる。なぜなら，貿易によって p wが減少するということは，平均費用が低

下していることを意味し，それは各差別化財の生産量 y が増加していることに対応してい

るからである。各国の労働供給が一定のもとで，各差別化財の生産量が増加するためには，

各国で生産される財の種類は減少しなければならない。 

 

 CES型効用関数による結果との相違  

 第 5 章第 2 節の「独占的競争下の貿易」では，前項の結果を用いて，「図 5-5 のように，

貿易後に個々の企業の生産量が増大すれば，生産に従事可能な労働力の制約などから，一

国内で生産される財の種類は減少するだろう。」と述べた。 

 ただ，現在，独占的競争モデルでは一般的に，代替の弾力性が一定である CES (constant 

elasticity of substitution) 型効用関数が用いられており，その場合，差別化財が多数あれ

ば，需要の価格弾力性は一定の値になり，企業の退出は起こらない。すなわち，が一定で

あれば，(8)式の右辺は定数となり，図 5-W1 の PP 線は水平となる。すると， p wは貿易

前後で一定となり，各差別化財の生産量 y も変化しない。そして，貿易開始後に自国の消

費者が購入できる差別化財の種類は，貿易開始前に自国と外国でそれぞれ生産されていた

差別化財の種類を合計したものとなる。 

 CES 型効用関数では需要の価格弾力性が一定になることを確認しよう。(1)式のような財

の種類について離散型の効用関数を CES にしたものとして，以下を考えよう。 

 

 
 1

1

N

i

i

U c
 



 , 1.   

 

 初めに， が代替の弾力性を表すことを確かめる。(3)式のようなラグランジアンを設定

し，1 階の条件は 
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 

11
0      

1

i
i i i

i

p
c p c

c



 


  




  

         

L
  (12) 

 

となる。任意の差別化財 j と k を考え，財 j の財 k で評価した相対需要を両財の相対価格で

表現すると，(12)式より  j k j kc c p p


 が得られ，この対数をとると  ln j kc c 

 ln j kp p となる。代替の弾力性の定義は，対数微分を用いると 

 

 
 
 

 
 

 
 

ln
,

ln

j k j k j k

j k j k j k

d c c p p d c c

d p p c c d p p
    

 

であるので，これは である。 

 もしが一定であるとすると，需要の価格弾力性の導出は容易である。(12)式を ic と ip で

微分すると，以下が得られる。 

 

 
     

1

1

1 1 1

i
i i i i

p
dc dp p dp

 

  
 

     

  

 
   

              

 (13) 

 

(12)式と(13)式より，第 i財の需要の価格弾力性 i は， 

 

 
 

 

1 ,
1

1

i i i
i i

i i
i

dc p p
p

dp c p








  

  

 



 



 
        

   

 

 

となり，一定の値 になることが確認できる。 

 ip がを変化させることを明示的に考察する場合は，次のようになる。(12)式より， 

 

 
 

1 ,
1

i i ip c p





 




 

    
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となる。これを消費者の予算制約である(2)式に代入すると， 

 

 
 

1

1 1

,
1

N N

i i i

i i

w p c p





 





 

 
     
   

 

となり，これを変形して 

 

 

1
1

1

1

1
,

N

i

i

w p













   
    
   

  

 

が得られる。このを(12)式に戻すと， 

 

 

1
1

1

11

1

1 1
,

N
i

i i i N
i

i

i

p w
c w p p

p








 

 












 
                

  




  (14) 

 

となる。(14)式の対数をとると 

 

 
1

1

ln ln ln ln ,
N

i i i

i

c p w p  



 
     

 
  

 

となるので，対数微分を用いて需要の価格弾力性が以下のように得られる。 

 

    
1

1

1

ln
1 1 .

ln

i i i i i i
i N

i i i
i

i

c p c p p c

p c p w
p





    






 
         

 


 (15) 

 

ここで，(14)式より  1 1

1

N

i i i i

i

p p p c w  



 
 

 
 となることを用いている。(15)式の i ip c w

は第 i 財の支出シェアであり，もし差別化財の種類が十分に大きく，第 i 財の支出シェアが

非常に小さくなれば，需要の価格弾力性は近似的に と等しくなる。 

 i  のとき，企業の利潤 は(8)式を用いると次のように表すことができる。 

 



阿部顕三・遠藤正寛『国際経済学』有斐閣アルマ 

9 

 

   .
1

y
py w y w


   



  
      

  
 

 

均衡において企業の利潤はゼロとなるので，企業の生産量 y は 

 

 
 1

y
 




  

 

となる。右辺は全て定数なので， y も一定の値となり，国際貿易の有無から影響を受けな

い。 


